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Ⅰ 国民健康保険運営方針に関する基本的な事項 

 

１ 策定の趣旨 

（１）都道府県単位化前の市町村国民健康保険の課題 

ア 財政運営上の課題 

国民健康保険は、被用者保険に加入する者等を除く全ての者を被保険者とす

る公的医療保険制度であり、国民皆保険の最後の砦である。 

しかし、これまでその財政単位を市町村としていたことから、次のような構

造的な問題を抱えていた。 

○ 被保険者数が3,000人未満の小規模保険者が多数存在し、そうした小

規模保険者では財政が不安定となりやすい。 

○ 過疎化により小規模保険者の数は今後増大が見込まれる。 

○ 被保険者の年齢構成や所得分布の差異が大きい。 

○ 医療機関の偏在によって医療給付費の格差が生じている。 

また、保険給付は全国共通であるものの、保険料（税）の水準は市町村ごと

に異なっており、被保険者からの不公平感があるとされていた。これは、前述

の構造的な要因に加え、保険料（税）の算定方式や健康づくりなどの保健事業

や医療費適正化の取組などに市町村ごとの差異が存在していたほか、収納率が

低いことにより他の被保険者に負担が転嫁されることや保険料（税）の上昇を

抑制するため一般会計からの法定外繰入を実施していたなどによるものあっ

た。 

こうした問題に対しては、国民健康保険財政の安定化や保険料（税）の平準

化を図る観点から、これまでも医療給付費の多寡や所得の差異に着目した国、

都道府県及び市町村による公費投入、医療保険制度全体あるいは市町村国民健

康保険間での財政調整、市町村合併や広域連合の活用などによって対応してき

たが、十分とはいえない状況であった。 

 

イ 事業運営上の課題 

財政運営と同様に、国民健康保険の事業運営についても、その単位を市町村

としていたため、市町村によって保険料（税）徴収や保険給付などの事務処理

の実施方法にばらつきがあり、また、事務処理の共同処理や広域化による効率

的な事業運営につながりにくいという課題があった。 

こうした問題に対しては、事業運営の効率化・標準化の観点から、これまで

も保険者事務の共通化、医療費適正化策や収納対策の共同化、保健事業の広域

化などが行われてきたが、十分とは言えない状況であった。 

 

（２）平成２７年改正法による国民健康保険の都道府県単位化 

このような課題を改善し、国民皆保険を支える重要な基盤である国民健康保

険制度の安定的な運営が可能となるようにするためには、国の財政支援を拡充

するとともに、財政運営の広域化を図る必要があった。また、より効率的な事

業運営を確保する観点から、都道府県内において統一的な方針の下に事業運営

を行い、事務の広域化・効率化を図りやすくする必要があった。 
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このため、持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一

部を改正する法律（平成２７年法律第３１号）において、国民健康保険への財

政支援の拡充を行うことにより財政基盤を強化するとともに、平成３０年度か

ら、都道府県が、市町村とともに国民健康保険の運営を担い、国民健康保険の

財政運営の責任主体として、安定的な財政運営や効率的な事業運営において中

心的な役割を担うことにより、国民健康保険制度の安定化を図ることとされ

た。 

また、この制度改革に伴い、地域医療構想の策定等の主体である都道府県が

国民健康保険の財政運営の責任主体となることにより、都道府県が医療保険と

医療提供体制の両面をみながら、地域の医療の充実を図り、良質な医療が効率

的に提供されるようになることが期待された。 

 

（３）都道府県国民健康保険運営方針 

ア 国の状況 

平成３０年度以降の新制度においては、都道府県が財政運営の責任主体とし

て中心的な役割を担うこととされている一方、市町村においても、地域住民と

身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料（税）率の決定、賦課・徴収、

保健事業等の地域におけるきめ細かい事業を引き続き担うこととされている。 

そこで、都道府県とその県内の各市町村が一体となって、財政運営、資格管

理、保険給付、保険料（税）率の決定、賦課・徴収、保健事業その他の保険者

の事務を共通認識の下で実施するとともに、各市町村が事業の広域化や効率化

を推進できるよう、都道府県が県内の統一的な国民健康保険の運営方針を定め

る必要がある。 

このため、平成３０年度以降、都道府県は、県内の各市町村の意見を聴いた

上で、国民健康保険運営方針を策定することとされ、各市町村は、当該方針を

踏まえ、国民健康保険の事務の実施に努めているところである。 

令和６年度以降においても、引き続き、都道府県においては、域内の国民健

康保険制度の「望ましい均てん化」を図るため、一層主導的な役割を果たすこ

とが重要である。 

 

イ 本県の状況 

本県においては、平成２９年９月に、保険料（税）の適正な設定や徴収、保

険給付の適正な実施、医療費適正化の取組などを定めた、平成３０年度から令

和２年度までを対象とする山梨県国民健康保険運営方針（以下「本方針」とい

う。）を策定したところである。また、本方針は３年ごとに必要な見直しを行

うこととされていたため、令和２年１２月に、令和３年度から令和５年度を対

象とし、時点修正を行うとともに、将来的な保険料（税）水準の統一のために

納付金ベースの統一の段階的推進、医療費適正化の一層の推進などを盛り込ん

だ方針に改定した。 

今般、前回改定から３年が経過したため、本方針を改定する。 
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（４）根拠規定 

国民健康保険法第８２条の２（昭和３３年法律第１９２号） 

※ 令和５年法律第３１号による改正法による（令和６年４月１日施行） 

 

２ 改定年月日 

令和６年３月２６日に改定し、令和６年度から令和１１年度を対象とする。 

 

３ 検証・見直し 

安定的な財政運営や、市町村が担う国民健康保険事業の広域的・効率的な運営

に向けた取組を継続的に改善するため、策定から３年が経過する令和８年度に、

本方針に基づく取組の状況を把握・分析・評価を行い、その結果に基づいて財政

の安定化、保険料（税）水準の平準化等のために必要があると認めるときは、本

方針の見直しを行うこととする。 
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Ⅱ 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

 

中長期的に安定的な国民健康保険財政を運営していくため、これまでの医療費

の動向を把握した上で、将来の国民健康保険財政の見通しを示す。 

 

１ 医療費の動向と将来の見通し 

（１）被保険者の推移 

表１は、平成２４年度から令和３年度までの３年ごとの被保険者及び年齢構

成の推移を示すものである。 

令和３年度の本県の被保険者は185,813人で、平成２４年度からの減少率は

26.8％（全国26.0％）となっており、年齢構成は14歳以下が6.2％、15歳から

64歳までが47.8％、65歳から74歳までが46.0％となっている。 

本県も、全国と同様に被保険者は減少する中で、65歳から74歳までの割合が

大幅に増加する傾向にあり、今後もその状況は継続すると考えられる。 

 

［表１］ 被保険者及び年齢構成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：［厚生労働省］国民健康保険実態調査 
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（２）所得の状況 

ア 全国との比較 

表２は、令和３年度の被保険者が属する世帯の前年の所得階級別世帯数を示

すものである。 

令和３年度の本県の状況は、「所得なし」の世帯割合が26.7％となってお

り、全国の27.2％を下回っている。また、「1円以上」から「100万円未満」の

世帯割合も本県は26.6％となっており、全国の28.9％を下回っている。 

本県の所得状況は、全国と比べ、比較的良好な状況にあり、今後も継続する

と考えられる。 

 

［表２］ 所得階級別世帯数割合（令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：［厚生労働省］国民健康保険実態調査 
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イ 保険者（市町村）ごとの比較 

表３は、令和３年度の保険者別の被保険者が属する世帯の前年の所得を示す

ものである。 

最も高い小菅村が1,772,345円、最も低い道志村が232,971円、格差は7.61倍

となっており、市町村間の所得格差が非常に大きいが、本調査が抽出調査であ

ることに留意しなければならない。 
 

※抽出方法 ： 被保険者数1万人以上5万人未満の場合は全世帯の1/100

世帯を、1万人未満の場合は全世帯の1/50世帯を抽出。 

 

［表３］ 保険者別一人当たり所得（令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：［厚生労働省］国民健康保険実態調査 
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（３）医療費の動向 

ア 医療費総額、一人当たり医療費 

表４は、平成２７年度から令和３年度の医療費の状況を示すものである。 

医療費総額は、令和２年度の新型コロナウイルス感染症の影響により大幅減

少のため、令和３年度に一時的に増加したが、被保険者が減少していることに

より、減少傾向である。 

また、一人当たり医療費は、令和２年度の新型コロナウイルス感染症の影響

による減少があったものの、被保険者の年齢構成が高齢化していることから、

全国と同様の増加傾向にあるが、全国と比べ低い傾向が続いている。 

今後も、被保険者の減少と高齢化が見込まれるため、医療費総額は減少し、

一人当たり医療費は増加する傾向が継続すると考えられる。 

 

［表４］ 医療費総額、一人当たり医療費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：［厚生労働省］国民健康保険事業年報 
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イ 保険者ごとの一人当たり医療費（年齢調整前） 

表５は、令和３年度の保険者別一人当たり医療費（年齢調整前）を示すもの

である。 

最も高い丹波山村は481,046円、最も低い早川町は267,903円となっており、

格差は1.80倍となっているが、年齢調整前の医療費であるため、市町村の年齢

構成の差が影響している部分もある。 

 

［表５］ 保険者別一人当たり医療費（年齢調整前）（令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：［厚生労働省］国民健康保険事業年報 
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ウ 保険者ごとの一人当たり医療費（年齢調整後）の地域差指数 

表６は、平成３０年度から令和３年度の保険者別の医療費（年齢調整後）の

地域差指数を示すものである。 

県全体としては指数が1より小さいため、全国と比べて医療費水準は低い状

態が継続している。また、保険者別の地域差指数の格差は、平成３０年度は

0.393、令和元年度は0.338、令和２年度は0.274であり、年々縮小していた

が、令和３年度は0.438と拡大したため、今後の動向を注視する。 
 

※地域差指数とは、各市町村の実際の年齢構成を全国の標準的な年齢構成

と同様とした場合の一人当たりの医療費について、全国を「1」として

指数化したもの。 

 

［表６］ 保険者別医療費（年齢調整後）地域差指数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：［厚生労働省］医療費の地域差分析 
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エ 一人当たり医療費（年齢調整後）の年齢階級別割合 

表７は、平成３０年度から令和３年度の一人当たり医療費の年齢階級別割合

を示すものである。 

前期高齢者の一人当たり医療費が全体の60％以上を占めており、概ね年齢が

高くなるにつれて、一人当たり医療費に占める割合が増加している。 

 

［表７］ 一人当たり医療費（年齢調整後）の年齢階級別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：［厚生労働省］医療費の地域差分析 
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（４）保険料（税）水準の状況 

ア 一人当たり保険料（税）調定額 

表８は、平成２７年度から令和３年度の一人当たり保険料（税）調定額（現

年度分）を示すものである。 

令和元年度に大幅増となったものの、以降は減少傾向であるが、いずれの年

度も全国を上回っており、令和３年度には全国で６位と高い状況にある。 

保険料（税）は、医療費だけでなく、後期高齢者への支援分と介護保険分も

含まれるため、これらの制度の影響を受けるものであるため、今後の見通しは

難しい。しかしながら、７ページに記載の「（３）医療費の動向」のとおり、

一人当たり医療費が増加傾向であることから、医療費分だけで考えると、一人

当たり保険料（税）調定額は、今後は増加傾向に転ずると考えられる。 

 

［表８］ 一人当たり保険料（税）調定額（現年度分）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 保険者別一人当たり保険料（税）調定額 

表９は、平成２７年度から令和３年度の保険者別の一人当たり保険料（税）

調定額（現年度分）を示すものである。 

一人当たり保険料（税）調定額の最高額は、平成３０年度が126,481円（道

志村）、令和３年度が115,914円（昭和町）であり、近年は低減傾向となって

いる。一方、最低額は、平成２７年度が55,197円（丹波山村）、令和３年度が

74,067円（丹波山村）であり、近年は増加傾向となっている。 

このため、最高額と最低額の格差は、平成３０年度に2.25であったが、令和

３年度に1.56となっており、縮小傾向である。 

  

出典：［厚生労働省］国民健康保険事業年報 
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［表９］ 保険者別一人当たり保険料（税）調定額（現年度分）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一人当たり

調定額(円)
格差

一人当たり

調定額(円)
格差

一人当たり

調定額(円)
格差

山梨市 115,421 1.82 114,249 1.59 114,666 1.55

甲州市 113,931 1.80 112,181 1.56 110,925 1.50

韮崎市 83,630 1.32 82,761 1.15 82,178 1.11

都留市 99,422 1.57 97,214 1.35 99,478 1.34

大月市 88,253 1.40 88,281 1.23 87,328 1.18

甲府市 106,138 1.68 105,154 1.46 106,247 1.43

富士吉田市 112,477 1.78 111,387 1.55 107,092 1.45

笛吹市 121,001 1.91 112,012 1.56 115,356 1.56

市川三郷町 84,400 1.33 83,989 1.17 85,700 1.16

富士川町 114,721 1.81 114,687 1.60 115,727 1.56

早川町 88,646 1.40 92,464 1.29 83,147 1.12

身延町 111,925 1.77 111,249 1.55 107,084 1.45

南部町 98,640 1.56 95,314 1.33 96,332 1.30

甲斐市 94,806 1.50 93,251 1.30 94,103 1.27

昭和町 112,017 1.77 113,427 1.58 115,914 1.56

中央市 108,732 1.72 108,537 1.51 109,922 1.48

南アルプス市 102,003 1.61 102,207 1.42 97,671 1.32

北杜市 79,731 1.26 79,665 1.11 81,084 1.09

道志村 112,897 1.78 115,091 1.60 112,067 1.51

西桂町 98,803 1.56 75,541 1.05 76,655 1.03

山中湖村 115,090 1.82 103,828 1.44 101,936 1.38

忍野村 123,160 1.95 118,260 1.65 106,496 1.44

富士河口湖町 115,745 1.83 112,867 1.57 105,640 1.43

鳴沢村 90,786 1.44 91,465 1.27 90,764 1.23

上野原市 109,985 1.74 109,197 1.52 108,821 1.47

小菅村 72,422 1.14 81,643 1.14 78,576 1.06

丹波山村 63,257 1.00 71,875 1.00 74,067 1.00

令和2年度 令和3年度

保険者名

令和元年度

出典：［厚生労働省］

国民健康保険事業年報 
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（５）保険料（税）の収入状況 

表１０は、平成２７年度から令和３年度の保険料（税）収納率（現年度分）

の推移を、表１１は、保険者別の同内容を示すものである。 

収納率は、平成２７年度以降、上昇傾向であり、いずれの年度も全国を上回

っている。 

 

［表１０］ 保険料（税）収納率（現年度分）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［表１１］ 保険者別保険料（税）収納率（現年度分）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：［厚生労働省］国民健康保険事業年報 

出典：［厚生労働省］国民健康保険事業年報 
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（６）財政の状況 

表１２は、平成２７年度から令和３年度の国民健康保険特別会計の財政状況

（市町村分集計）と財政調整基金保有額を、表１３は、平成２７年度から令和

３年度の市町村別の財政調整基金保有額を示すものである。 

形式収支は、平成２８年度までは赤字保険者が存在していたが、平成２９年

度以降は全ての保険者が黒字となっている。また、単年度収支は、赤字保険者

も一定数散見されるが、前年度からの繰越金を踏まえ、当年度の保険料（税）

率を決定することなどにより繰越金が減少するものであり、特段の問題はない

と考えられる。 

財政調整基金は、平成２９年度までは医療費の急激な増加などの不測の場合

に備えるためのものであったが、平成３０年度以降は、保険料（税）率の大幅

増の抑制や収納率の減少による収入減に備えるものであり、その保有額は県全

体では概ね順調に積み立てられているが、市町村により大きな差がある。 

 

［表１２］ 財政状況及び財政調整基金保有額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：［厚生労働省］国民健康保険事業年報 
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［表１３］ 保険者別財政調整基金保有額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：［厚生労働省］国民健康保険事業年報 
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（７）将来の見通し 

ア 被保険者数の推計 

表１４は、令和３年度から令和１２年度までの３年ごとの被保険者数の推計

を示すものである。 

平成２９年度から令和３年度までの「国民健康保険実態調査」に基づき算出

した直近３年間の被保険者数の増減率用いて、今後の被保険者数を推計する

と、令和３年度には185,813人だったものが、令和１２年度には21.9％減少

し、145,068人となる見込である。また、年齢構成を見ると、「15歳から64歳

まで」は47.8％から35.5％に減少する一方、「65歳から74歳まで」は46.0％か

ら60.5％に増加する見込みである。 

 

［表１４］ 被保険者数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［厚生労働省］国民健康保険実態調査に基づき山梨県が推計 
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イ 医療費の推計 

表１５は、令和３年度から令和１２年度までの３年ごとの医療費の推計を示

すものである。 

平成２９年度から令和３年度までの「国民健康保険事業年報」に基づき算出

した直近３年間の医療費総額の増減率を用いて、今後の医療費総額を推計する

と、令和３年度には709億円余だったものが、令和１２年度には5.2％減少し、

671億円余となる見込である。また、一人当たり医療費は、この推計医療費総

額と推計被保険者数（１６ページ参照）を用いて算出すると、令和３年度には

361,323円だったものが、令和１２年度には21.4％増加し、462,759円となる見

込である。 

今後も、被保険者数の減少に伴い医療費総額は減少するものの、被保険者の

高齢化に伴い１人当たり医療費は増加していると考えられ、一人当たり保険料

（税）の増加要因となるものである。 

 

［表１５］ 医療費の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［厚生労働省］国民健康保険事業年報に基づき山梨県が推計 
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２ 財政収支の改善に係る基本的な考え方 

（１）一般会計からの法定外繰入等 

保険者の国民健康保険財政を持続的かつ安定的に運営していくためには、国

民健康保険が一会計年度単位で行う短期保険であることを踏まえ、原則とし

て、必要な支出を保険料（税）や都道府県支出金などによりまかなうことによ

り、国民健康保険特別会計において収支が均衡していることが重要である。 

しかし、適正な保険料（税）率の設定や保険料（税）の収納強化によって、

実質的に黒字を達成している保険者もある一方、一般会計からの法定外繰入を

行っている保険者が少なからず存在している。 

なお、一般会計からの法定外繰入には、「決算補填等を目的としたもの」

と、「決算補填等以外を目的（保健事業に係る費用など）としたもの」があ

る。国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議を踏まえ、国では、

「決算補填等目的の一般会計からの法定外繰入」と「繰上充用金の増加分」の

合計を、国民健康保険特別会計において解消・削減すべき赤字としている。 

 

表１６は、令和３年度の一般会計からの法定外繰入を示すものである。 

決算補填等を目的とした一般会計からの法定外繰入は、本県では0.7億円（2

保険者）であり、全国（673億円（638保険者））と比べて繰入規模が小さいも

のの、当該法定外繰入をしている保険者は赤字であることから、その解消・削

減は必要である。 

 

［表１６］ 一般会計からの法定外繰入（令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：［厚生労働省］公表資料（令和３年度国民健康保険（市町村国保）の財政状況について） 

［厚生労働省］国民健康保険実態調査 
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（２）県国民健康保険特別会計の収支バランス 

県国民健康保険特別会計も同様に、原則として、必要な支出を国民健康保険

事業費納付金（以下「納付金」という。）や国庫負担金などによりまかなうこ

とにより、収支が均衡していることが重要である。 

その際、同時に、市町村における事業運営が健全に行われることも重要であ

るため、必要以上に黒字幅や繰越金を確保することのないよう、また、逆に各

年で保険料（税）水準が過度に上下することを避けるよう、保険者の財政状況

をよく見極めた上で、バランスよく財政運営を行う必要がある。 

 

３ 赤字解消・削減の取組、目標年次等 

（１）赤字の解消・削減に向けた取組 

市町村において行われている決算補填等を目的とする一般会計からの法定外

繰入や前年度繰上充用については、国の財政支援措置の拡充と保険給付に要し

た費用を全額交付する仕組みの中で、解消を図ることとしている。赤字が生じ

た市町村は、赤字解消のため、計画的・段階的に、収納率の向上や医療費適正

化の取組、保険料（税）の適正な設定等、実効性のある取組を推進する必要が

ある。 

なお、解消されていない赤字がある場合は、市町村において計画的に解消を

図る必要がある。 

 

（２）赤字の解消・削減の目標年次 

赤字が生じた保険者については、医療費水準、保険料（税）設定、保険料

（税）収納率等、赤字となった要因を分析し、県と協議を行った上で、赤字削

減・解消のための基本方針、保険料（税）率の改正や医療費適正化、収納率向

上対策の取組等の実効的・具体的な取組内容、赤字解消の目標年次及び年次毎

の計画を赤字解消・削減計画として策定することとする。 

赤字の解消又は削減については、国民健康保険が一会計年度を収支として行

うものであることから、原則として赤字発生年度の翌年度に解消を図ることが

望ましいものであるが、被保険者の保険料（税）負担の急変を踏まえ、単年度

での赤字の解消が困難な場合は、５年度以内の中期的目標を定め、段階的に赤

字を削減し、できる限り赤字を解消するよう努めるものとする。 

なお、県において、医療給付費の増加などにより財源不足となることが予想

される場合には、財政安定化基金を活用し、翌年度以降償還していくこととす

る。 

 

４ 財政安定化基金の運用 

（１）運用ルールの基本的な考え方 

国民健康保険事業の財政の安定化のため、医療給付費の増加や保険料（税）

収納不足等により財源不足となった場合に備え、法定外の一般会計繰入を行う

必要がないよう、県に財政安定化基金を設置し、市町村に対して貸付や交付を

行い、県において医療費の増による財源不足が生じた場合には取崩を行う。 
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また、県の国民健康保険特別会計において決算剰余金等の留保財源が生じた

場合は、令和４年度に新設された財政安定化基金の財政調整事業分に積み立て

る。医療費水準の変動や前期高齢者交付金の精算等による納付金の著しい上昇

を抑制するなどの安定的な財政運営を図るために必要があると認められる場合

は、財政調整事業分に積み立てた額のうち一定の範囲内で基金を取り崩し、県

国民健康保険特別会計に繰り入れる。 

なお、市町村の財政調整基金は、平成２９年度までは医療給付費の増加など

で財源不足となり、通常の歳入では対応できない不測の場合に取り崩してい

た。しかし、平成３０年度以降は、県が国民健康保険の財政運営の責任主体と

なり、市町村とともに国民健康保険の運営を担っていることから、市町村の財

政調整基金の用途は変化しているが、一時的な保険料（税）の収納率低下など

による納付金への充当など、財政基盤の安定化のために、引き続き市町村にお

いて保有することが望ましい。 

 

（２）市町村への財政安定化基金の交付 

ア 交付条件 

市町村の収納意欲の低下を招くことがないよう「特別な事情」に限定するこ

ととし、次のような事情により保険料（税）の収納不足が生じ、市町村の国民

健康保険財政における財政収支の不均衡が生じると見込まれる場合とする。 

・ 多数の被保険者の生活に影響を与える災害（台風、洪水、噴火など）

の場合 

・ 地域企業の破綻や主要産物の価格が大幅に下落するなど地域の産業に

特別な事情が生じた場合 

・ その他、上記に類するような大きな影響が多数の被保険者に生じた場

合 

 

イ 交付額 

次の算定式により算出された額を上限とする。 

［算定式］ 

｛算定政令第１５条に規定する基金事業対象保険料必要額－（算定政

令第１６条に規定する基金事業対象保険料収納額＋国民健康保険法第

７２条の３第１項の規定による繰入金）｝×1/2 

※ 算定政令：国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令 

 

ウ 財政安定化基金に対する補填（拠出）の考え方 

国、県及び市町村が、交付を受けた会計年度の翌々年度に、それぞれ交付額

の３分の１ずつを補填（拠出）する。このうち、市町村分については、交付を

受けていない他の市町村が負担することは公平ではないため、当該交付を受け

た市町村が補填（拠出）するものとする。 
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（３）市町村への財政安定化基金の貸付 

ア 貸付条件 

市町村が通常の努力を行ってもなお保険料（税）の収納不足額が生じ、市町

村の国民健康保険財政における財政収支の不均衡が生じると見込まれる場合と

する。なお、貸付は、無利子とする。 

 

イ 貸付額 

次の算定式により算出された額を上限とする。 

ただし、同一年度に、財政安定化基金の交付を受ける市町村においては、算

出額から当該交付額を控除する。 

［算定式］ 

｛算定政令第１５条に規定する基金事業対象保険料必要額－（算定政

令第１６条に規定する基金事業対象保険料収納額＋国民健康保険法第

７２条の３第１項の規定に規定する繰入金）｝×1.1 

 

ウ 年度ごとの貸付額の上限 

各年度における貸付額の総額は、平成３０年度末までに財政安定化基金事業

のために国から交付された額の４分の１を限度とする。 

 

エ 償還方法 

貸付を受けた市町村は、貸付を受けた会計年度の翌々年度以降３箇年度の各

年度において、貸付を受けた額の３分の１の額を償還する。 

 

オ その他 

災害その他特別の事情があると認められる場合においては、貸付を受けた市

町村からの申請により、償還期限又は各年度の償還時期の延期をすることがで

きる。また、貸付を受けた市町村は、貸付金の全部又は一部を繰り上げて償還

することができる。 

 

（４）県における財政安定化基金の取崩 

ア 取崩条件 

県の保険給付費が予想以上に増加し財源不足が生じた場合、当該不足分を取

り崩す。このほか、財政調整事業分については、納付金の著しい上昇を抑制す

るなど安定的な財政運営を図るために必要な場合は、取り崩す。詳細な取崩の

基準については、市町村と協議の上で別途定める。 

 

イ 財政安定化基金に対する補填の考え方 

財政調整事業分以外については、取り崩した会計年度の翌々年度以降３箇年

度で、納付金に上乗せして、積み戻す。 
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５ PDCAサイクルの実施 

（１）事業の継続的な改善に向けたPDCAサイクルを循環させるための基本的な取組

方針 

本方針に基づき国民健康保険事業を実施するに当たっては、安定的な財政運

営や、市町村が担う事業の広域的・効率的な運営に向けた取組を継続的に改善

するためにも、事業の実施状況を定期的に把握・分析し、評価を行うことで検

証することが必要である。 

 

（２）県としての取組 

県は、市町村の保険料（税）収入の確保、補助金等事務の適正執行などの財

政運営や医療費適正化の取組などの保健事業の運営状況を確認し、計画立案、

実施内容や方法の検討、評価支援及び改善策の検討について、市町村に対して

定期又は随時に助言等を行う。 

なお、定期的ものは、原則として２年に１回実施することとする。 
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Ⅲ 市町村における保険料（税）の標準的な算定方法及びその水準の平準化に関す

る事項 

 

市町村が決定する保険料（税）率は、県が算定する納付金に基づき算定され

る。納付金は、市町村ごとに差異がある年齢調整後医療費水準を考慮して算定す

るため、この医療費水準の高い市町村の納付金は、県全体の水準より高いものと

なる。 

一方、受益と負担の公平性を図る観点から、県内のどこに住んでいても、同じ

所得水準、世帯構成であれば同じ保険料（税）となることが望ましいことから、

本県においては、令和３年度以降、将来的な保険料（税）水準の統一を目指すこ

ととしている。このため、市町村ごとの年齢調整後医療費水準について、納付金

への反映を徐々に低減させ、市町村の保険料（税）水準の差を解消する取組を進

めている。 

また、市町村ごとの保険料（税）率の標準的な水準を示す市町村標準保険料

（税）率及び県内すべての市町村の保険料（税）率の標準的な水準を示す県標準

保険料（税）率を定めている。市町村標準保険料（税）率は、「各市町村のある

べき保険料（税）率の見える化を図る」及び「各市町村が具体的に目指すべき、

直接参考にできる値を示す」という二つの役割を担う。県標準保険料（税）率

は、全国一律の算定方法で求めることにより、都道府県間の住民負担の見える化

を図り、他との比較ができる状態の中で、あるべき保険料（税）水準を考えるこ

とが可能となる。 

 

１ 現状の把握 

表１７は、令和５年度の保険者別の保険料（税）賦課状況を示すものである。 

本県では、２市村が保険料を、２５市町村が保険税を賦課している。また、賦

課方式は、全ての市町村が所得割（世帯所得に対して賦課するもの）、均等割

（被保険者一人一人に対して賦課するもの）及び平等割（世帯に対して賦課する

もの）の３方式である。 

応能割（所得割）と応益割（均等割と平等割）の賦課割合は、世帯数、被保険

者数、世帯所得などを勘案し保険者が決定しており、応能割を高くしている保険

者がやや多い。 
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［表１７］ 保険者別保険料（税）賦課状況（令和５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：山梨県調べ 

※政令；国民健康保険法施行令又は地方税法施行令 
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２ 標準的な保険料（税）算定方式等 

納付金及び標準保険料（税）率の算定方法は、被保険者の保険料（税）水準に

大きな影響を与えることになるが、市町村の年齢調整後の医療費水準や所得水準

には差異があるため、納付金はこれらの水準を考慮して算定することとなってい

る。 

 

（１）納付金の算定に必要な係数等 

納付金の算定式は、「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定

方法について（ガイドライン）」（厚生労働省保険局国民健康保険課、令和３

年９月）に、次のとおり定められている。 

［算定式］（医療分） 

納付金算定基礎額 × ｛α ×（年齢調整後医療費指数－ 1）＋1｝ 

×｛β ×（所得（応能）のシェア）＋（人数（応益）のシェア）｝ 

／（1 ＋ β）× γ 

－ 高額医療費負担金 ＋ 地方単独事業の減額調整分 ＋ 財政安定化基

金の返済分・補填分 等 

※納付金算定基礎額；翌年度の推計医療費から被保険者の一部負担

金を除いた保険者負担分に対して、国や県の

負担金等を加減した県必要総額 

α       ：医療費指数反映係数（詳細後述） 

β       ：所得係数（詳細後述） 

γ       ：調整係数 

 

ア 医療費指数反映係数（α） 

医療費指数反映係数（α）は、納付金に市町村の年齢調整後医療費水準（指

数）をどの程度反映させるかを調整する係数であり、0から1の範囲で設定する

ものである。「1」の場合は、市町村の年齢調整後医療費水準を全て反映する

こととなり、「0」の場合は、全く反映させないこととなる。なお、年齢調整

後医療費水準は、当該市町村の実績の一人当たり医療費を、当該市町村の各年

齢階級別の一人当たり医療費が全国平均であった場合の一人当たり医療費で除

したものである。 

平成３０年度から令和２年度までの納付金算定では、平成３０年度の制度改

革に伴う保険料（税）率の算定方法変更と市町村の年齢調整後医療費水準に差

異があることから、保険料（税）率の激変を抑止するため、αを1とし、従前

のとおり市町村の年齢調整後医療費水準を使用することした。 

令和３年度から令和５年度までの納付金算定では、保険料（税）水準の統一

に向けた取組として、市町村ごとの年齢調整後医療費水準を徐々に国全体のも

のに近づけ、納付金の医療費水準による差を解消するため、αを毎年度0.1ず

つ低減させ、令和１２年度にはαを0とすることを目標とした。 

本方針の対象期間である令和６年度から令和１１年度までの納付金算定につ

いては、これまでの取組を継続し、令和６年度はαを0.6とし、以降はαを毎

年度0.1ずつ低減させ、令和１２年度にはαを0とすることとする。 
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イ 所得係数（β） 

所得係数（β）は、納付金に市町村の所得（応能）のシェアをどの程度反映

させるかを調整する係数であり、全国平均と比較した都道府県の所得水準に応

じて設定する。都道府県の所得水準が全国の平均的な所得水準の場合は、βが

1となる。 

平成３０年度から令和２年度までの納付金算定では、βを県の一人当たり所

得を全国平均の一人当たり所得で除したものとし、令和３年度から令和５年度

までの納付金算定でも、同様の取り扱いとした。 

本方針の対象期間である令和６年度から令和１１年度までの納付金算定につ

いても、同様の取り扱いとし、βを県の一人当たり所得を全国平均の一人当た

り所得で除したものとする。 

 

（２）標準保険料（税）率の算定に必要な係数等 

ア 賦課限度額 

国民健康保険法施行令又は地方税法施行令で定められた額とする。 

なお、令和５年度の状況は、全市町村が国民健康保険法施行令又は地方税法

施行令で定められた額と同額である。 

 

イ 標準的な賦課方式 

所得割、均等割及び平等割の３方式とする。 

なお、令和５年度の状況は、全市町村で３方式である。 

 

ウ 標準的な賦課割合 

市町村の応能割・応益割の状況及び地方税法の標準基礎課税総額に対する標

準割合を参考にして、所得係数（β）が1の場合においては、応能割と応益割

の割合を「50:50」とし、所得割、均等割及び平等割の割合を「50:35:15」と

する。 

 

 

【参考】納付金算定に必要な係数等 

係数等 設定内容 

医療費水準（指数）の反映 

＜医療費指数反映係数（α）＞ 

令和６年度：α＝0.6 ～ 令和１２年度：α＝0 

（毎年度0.1ずつ低減） 

所得シェアの反映 

＜所得係数（β）＞ 

県の一人当たり所得を全国平均の一人当たり所得

で除したもの 

賦課限度額 国民健康保険法施行令又は地方税法施行令で定め

られた額 

賦課方式 ３方式（所得割、均等割、平等割） 

賦課割合 応能割 : 応益割 ＝ 50 : 50 

所得割 : 均等割 : 平等割 ＝ 50 : 35 : 15 
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３ 標準的な収納率の設定 

標準的な収納率は、市町村標準保険料（税）率を算定するに当たっての基礎と

なる値である。実態よりも大幅に高い収納率を基に市町村標準保険料（税）率を

算定した場合には、保険料（税）収入額は多く見込めるため、その分、市町村標

準保険料（税）率も引き下がることとなるが、この場合、市町村標準保険料

（税）率を参考に保険料（税）率を設定した市町村は、本来必要な保険料（税）

収入を集めることができなくなるおそれがある。このため、標準的な収納率は、

市町村の収納率の実態を踏まえ、被保険者数による保険者規模に応じて設定する

必要がある。 

平成３０年度から令和２年度までは、賦課年度の前年度４月１日現在の被保険

者数による規模別に６区分に設定した。各区分の属する市町村の標準的な収納率

は、当該区分内の前々年度の現年度分収納率とした。 

令和３年度から令和５年度までは、収納率向上の取組が進められ、市町村間の

収納率の格差も縮小している状況等を鑑み、保険者規模の区分を３区分に見直し

た。各区分の属する市町村の標準的な収納率は、これまでと同様とした。 

本方針の対象期間である令和６年度から令和１１年度までは、被保険者数の算

定方法を変更し、賦課年度の前年度の平均被保険者数による規模の３区分に設定

する。各区分の属する市町村の標準的な収納率は、これまでと同様とする。ただ

し、令和９年度以降の取り扱いについては、将来的な保険料（税）水準の統一を

見据え、１区分とすることも検討する。 

 

【参考】被保険者数による保険者規模の区分 

平成３０年度～令和２年度 令和３年度～令和５年度 令和６年度～令和１１年度 

1,000人未満  5,000人未満  5,000人未満 

1,000人以上 3,000人未満 

3,000人以上 5,000人未満 

5,000人以上10,000人未満  5,000人以上30,000人未満  5,000人以上30,000人未満 

10,000人以上30,000人未満 

30,000人以上 30,000人以上 30,000人以上 

（被保険者数の算定方法） 

前年度４月１日被保険者数 前年度４月１日被保険者数 前年度平均被保険者数 

 

  



28 

 

４ 保険料（税）水準の統一 

受益と負担の公平性を図る観点から、県内のどこに住んでいても、同じ所得水

準、世帯構成であれば同じ保険料（税）となることが望ましいことから、本県に

おいては、令和３年度以降、将来的な保険料（税）水準の統一を目指すこととし

ている。このため、市町村ごとの年齢調整後医療費水準について、納付金への反

映を徐々に低減させ、市町村の保険料（税）水準の差を解消する取組を進めてい

る。 

令和６年度以降も取組を進め、市町村ごとの年齢調整後医療費水準を納付金に

反映させなくする令和１２年度に保険料（税）水準の統一を目指す。これを実現

するため、令和６年度から令和８年度までの３年間で、次の点について市町村と

検討・協議を進める。また、市町村は、検討・協議期間中から保険料（税）水準

の統一の準備を適宜進める。 

 

【主な検討・協議事項】 

○ 保険料（税）水準の統一の時期 

［検討事項］ 

・ 令和１２年度を目指す。ただし、統一の可否判断は市町村との検討・

協議の結果とする。 

○ 市町村個別の歳入の取り扱い 

［課題］ 

・ 統一後は、市町村が個別に保険料（税）率を設定できない。 

・ このため、市町村単位で交付される公費（特別調整交付金、県特別

交付金、保険者努力支援制度（取組評価分）など）、繰越金（前年度

決算剰余金）、基金（繰入金）などを活用して個別に保険料（税）の

抑制はできない。 

［検討事項］ 

・ 公費については、その算定内容（項目）ごとに、「県全体のものと

する」か「市町村のままとする」かの検討が必要となる。 

※ 県全体のもの：納付金（保険料（税））の減となるが、市町村

の独自事業の財源として活用できない 

市町村のまま：納付金（保険料（税））の減にはならないが、

市町村の独自事業の財源として活用可能 

・ 繰越金（前年度決算剰余金）、基金（繰入金）などについては、活

用するための基準に係る検討が必要となる。 

・ このほか、歳入をどの歳出の財源にするなどの検討も必要となる。 

○ 市町村個別の歳出の取り扱い 

［課題］ 

・ 保険料（税）水準の統一前の納付金（医療分）の対象は、市町村の

保険給付費であるが、統一後の対象は、市町村が保険料（税）を財源

としている全ての事業経費も加わる。 
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・ さらに、一部の市町村だけが保険料（税）を財源としている事業が

ある場合、統一後は、市町村が個別に保険料（税）率を設定できない

ため、当該経費も納付金に反映される。 

 

［検討事項］ 

・ 受益と負担の公平性の確保を考慮し、市町村の事業経費と財源のあ

り方に係る検討が必要となる。 

・ 具体的には、保険料（税）を財源とする事業の選定、制度面（出産

育児諸費、葬祭費、その他の給付）の統一、保健事業等の事業の差異

（濃淡）をなくすなどである。 

○ 標準的な収納率 

［課題］ 

・ 納付金算定後に行う保険料（税）率算定時には、標準的な収納率を

設定しなければならない。 

・ 低く設定すると、保険料（税）率が高くなり被保険者の負担が増加

する。また、高く設定すると、保険料（税）率が低くなるが実際の収

納が不足する場合もある。 

［検討事項］ 

・ 実際に収納可能な率であること、年度間の上昇／下降の幅（バラツ

キ）などを考慮した検討が必要となる。 

○ 推計と実績の差の調整方法 

［課題］ 

・ 「納付金算定時の推計世帯状況と実際の世帯状況」、「納付金算定時

の推計医療費と実績医療費」、「納付金算定時の標準的な収納率と実績

収納率」などには差が生じるため、想定する保険料（税）と実際の徴収

すべき保険料（税）に差が生じる。 

［検討事項］ 

・ 保険料（税）の差は、納付可能な納付金の差となるため、この差の調

整方法について検討が必要である。 
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Ⅳ 市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項 

 

安定的な財政運営を継続し、被保険者の負担の公平性の観点から、市町村が収

納率を向上させ、保険料（税）を確実に徴収することができるよう、その徴収事

務の適正な実施に取り組む必要がある。 

 

１ 現状の把握 

（１）保険料（税）の収納率の推移 

表１８は、平成２７年度から令和３年度の保険者別の保険料（税）収納率

（現年度分・過年度分）の推移を示すものである。 

現年度分の保険料（税）の収納率は、令和元年度を除いて年々向上してお

り、全国の収納率を上回っている。過年度分の保険料（税）の収納率は、平成

２８年度を除いて年々向上しており、近年は全国の収納率を上回っている。 

 

［表１８］ 保険者別保険料（税）収納率（現年度分・過年度分）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：［厚生労働省］国民健康保険事業年報 
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（２）収納対策の実施状況 

表１９は、令和４年度の保険者別収納対策の実施状況を示すものである。 

保険者においては、収納対策として、収納率向上のための要綱の作成、滞納

整理機構の設置又は移管などの収納対策の強化、コンビニ収納などの徴収方法

の多様化及び財産調査や差押え等の滞納処分など様々な収納対策の取組が実施

されている。 

なお、口座振替を原則化している保険者はないものの、口座振替の推進は全

保険者で実施している。 

 

［表１９］ 保険者別収納対策実施状況（令和４年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：［厚生労働省］国民健康保険事業実施状況報告 



32 

 

２ 収納対策 

（１）収納率目標 

市町村標準保険料（税）率を算定する際の標準的な収納率とは別に、市町村

における収納率を向上させる観点から、年度別に収納率目標を定める。実態と

かけ離れた収納率目標とすると、目標の達成意欲を損なうおそれがあり、収納

率向上に結びつかない場合も考慮しなければならない。このため、収納率目標

は、標準的な収納率と同様に、市町村の収納率の実態を踏まえ、被保険者数に

よる保険者規模に応じて設定する必要がある。 

令和６年度以降の保険者規模の設定は、これまでと同様に３区分とし、「標

準的な収納率」と同様に「賦課年度の前年度の平均被保険者数による規模の区

分」とする。また、収納率目標は、令和５年度の収納率目標を基準とし、年度

ごとの伸び幅を前方針で設定した伸び幅の概ね1/2程度（被保険者数5,000人未

満の保険者は毎年度0.13ポイントずつ、5,000人以上30,000人未満の保険者は

毎年度0.13ポイントずつ、30,000人以上の保険者は毎年度0.05ポイントずつ加

算）とする。 

 

［表２０］ 保険者規模別収納率目標 

保険者規模 

（被保険者数） 

R5 

収納率 

目標 

収納率目標 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 

5,000人未満 97.20% 97.33% 97.46% 97.59% 97.72% 97.85% 97.98% 

5,000人以上30,000人未満 96.05% 96.18% 96.31% 96.44% 96.57% 96.70% 96.83% 

30,000人以上 92.70% 92.75% 92.80% 92.85% 92.90% 92.95% 93.00% 

 

（２）目標達成のための取組 

県及び市町村は、（１）で定めた収納率目標の達成のため、次の収納対策の

強化に資する取組を実施する。 

○ 収納対策の強化（市町村） 

・ 税部門との連携等による滞納整理を含む収納体制の強化 

○ 徴収方法の多様化（市町村） 

・ 口座振替の推進、クレジット決済、コンビニ収納、ペイジー、

eLTAXなど多様な収納方法の整備 

○ 滞納処分（市町村） 

・ 税部門との連携等による滞納整理を含む収納体制の強化（再掲） 

○ 研修等（県） 

・ 収納率向上アドバイザーによる担当者向け研修会の実施 

・ 全国及び県内の取組事例の情報提供、共有化 
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Ⅴ 市町村における保険給付の適正な実施に関する事項 

 

国民健康保険財政を「支出面」から管理する上で、保険給付の実務が法令に基

づく統一的なルールに従って確実に行われ、必要な者に必要な保険給付が着実に

なされるようにするために取り組む事項等を定める。 

 

１ 現状の把握 

表２１は、令和元年度から令和４年度の保険者別のレセプト点検等の実施状況

を示すものである。 

市町村は、保険者として診療報酬の請求が適正であるか確認するため、レセプ

ト（診療報酬明細書）の内容を点検する必要がある。全市町村がレセプトの二次

点検及び療養費の一次点検を実施しており、財政効果は全国とほぼ同水準であ

る。また、要介護被保険者のレセプトには、介護保険が適用され医療保険の対象

とならないものがあるため、国民健康保険団体連合会の介護給付提供システムか

ら提供される医療保険と介護保険の重複等の情報（以下「突合情報」という。）

を活用したレセプト点検の実施が有効であり、全市町村で実施している。 

第三者行為求償については、全市町村が、交通事故案件の請求について国民健

康保険団体連合会に委託しているほか、平成２８年度には、交通事故に係る傷病

届等の提出について損害保険関係団体と覚書を締結している。 
 

［表２１］ 保険者別レセプト点検等の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：［厚生労働省］国民健康保険事業実施状況報告 

山梨県調べ 
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２ レセプト点検の充実強化に関する事項 

（１）市町村における研修等の実施 

レセプト点検を委託する場合であっても、市町村職員が、被保険者の資格の

有無や第三者の行為に起因する給付か否か等を把握する必要があるため、研修

等により更なる技術向上を図る。 

また、医療保険と介護保険の適用を正確に把握し、保険給付の適正化を図る

ため、突合情報を効果的に活用する。 

 

（２）市町村への指導・助言 

県は、次の点に留意して、市町村に対する定期的な指導や助言を実施し、レ

セプト点検の充実強化を図る。 

○ 市町村のレセプト点検実施内容等を把握し、必要な分析を行う。 

○ 指導や助言の結果、改善が必要な市町村に対しては、改善計画を提出

させるとともに、適宜、改善状況を確認する。 

○ レセプト点検の重要性や点検体制の整備等の具体的なレセプト点検対

策及び第三者行為事故等給付発生原因の把握対策についての市町村の認

識を深める。 

 

（３）保険医療機関等への指導 

県は、保険医療機関等に対し､保険医療機関及び保険医療養担当規則等に定

める保険診療の取扱い、診療報酬等の請求に関する事項について周知徹底させ

ることを目的として指導を実施し、適正な診療報酬等の請求を促進する。 

 

（４）国民健康保険団体連合会の取組 

市町村から受託しているレセプト二次点検業務の効果的な推進のために、全

国の都道府県国民健康保険団体連合会とチェック項目や査定事例等の情報交換

を行うなど、レセプト二次点検システムの点検チェック項目について、適宜、

見直す。 

 

３ 療養費の支給の適正化に関する事項 

市町村においては、全市町村が国民健康保険団体連合会に療養費支給申請書の

審査を委託しており、専門的かつ効果的な点検が実施されている。 

県においては、定期的に市町村に対する指導や助言を実施し、申請書の内容や

支給状況等を確認するとともに、事例等の問い合わせに適切に対応する。 

 

４ 保険医療機関等による大規模な不正が発覚した場合に関する事項 

県は、保険医療機関等による大規模な不正が発覚した場合、広域的かつ専門的

見地から、市町村と協議の上で不正請求事案に対応する。 
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５ 第三者行為求償の取組強化に関する事項 

（１）傷病届提出の励行 

交通事故、暴力行為、他人の飼い犬にかまれたなど第三者の行為に起因する

怪我や病気の際に治療を受けたとき、保険給付を受けることができるが、その

治療に必要な医療費は、本来、加害者が負担すべきものである。このため、保

険給付を受けようとする場合、被保険者は市町村に傷病届の提出をしなければ

ならない。傷病届の提出を受けた市町村は、加害者又は加害者が加入する損害

保険会社等への求償権を代位取得し、損害賠償請求（第三者行為求償）が可能

となる。 

しかし、被保険者が傷病届を提出しなければならないことを知らずに提出さ

れない場合もあることから、次の取組を強化する。 

○ 第三者行為の発見手段の拡大 

・ 第三者行為が疑われるレセプトを抽出し、被保険者に確認 

・ 高額療養費や葬祭費等の支給申請書に第三者行為の有無欄を設定 

・ 消防、地域包括支援センター、病院、保健所等との連携体制の強化 

・ 損害保険関係団体との連携強化 

・ 医療機関に対し、レセプトの特記事項欄へ「10・第三」の記載周知 

・ 新聞やニュース等の活用 

○ 傷病届の提出義務に係る被保険者への周知 

・ 加入時に説明 

・ ホームページ、広報等で周知 

 

（２）体制の強化 

市町村、国民健康保険団体連合会及び県が、それぞれの役割に応じて体制を

強化し、第三者行為求償事務を強化する。 

 

ア 市町村 

第三者行為求償事務は、継続的に取組強化を図ることが重要であるとして国

が示す評価指標やその目標値の例（令和３年８月６日付け保国発０８０６第２

号、第三者行為求償事務の更なる取組強化について）を参考に、次のとおり評

価指標等を設定する。なお、これらに変更があった場合には、適宜、評価指標

等を見直す。 

○ 被保険者による傷病届の早期の提出割合（国保適用開始から60日以内

の提出率） 

○ 保険者による勧奨の取組の効果（勧奨後30日以内の提出率） 

○ 市町村における傷病届受理日までの平均日数 

○ レセプトへの「10.第三」の記載率 

○ その他独自の目標 

 

表２２は、令和４年度の保険者別の第三者行為求償事務に係る目標設定状況

を示すものである。 

全市町村が、上記の評価指標に係る目標を設定している。 
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［表２２］ 保険者別第三者行為求償事務に係る目標設定状況（令和４年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 国民健康保険団体連合会 

第三者行為求償事務は、市町村と国民健康保険団体連合会で役割を分担して

進めることが効率的であり、本県では、国民健康保険団体連合会に委託可能な

範囲については、全市町村が国民健康保険団体連合会に委託している。 

市町村が行う事務は、傷病届の受理やその状況等の確認、第三者行為求償の

可否の判断等があるが、第三者行為求償においては、その可否の判断が難しい

事例もあるため、その判断に対する支援を行うことが第三者行為求償事務の取

組強化につながるため、次の支援を継続する。 

○ レセプト特記事項や傷病名から第三者行為が疑われる事案の情報提供 

○ 市町村訪問による個別支援（レセプトの抽出方法、事務処理方法等） 

○ 標準的な事務処理マニュアルの提供 

○ 実務的な研修の実施 

出典：［厚生労働省］国民健康保険事業実施状況報告 
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ウ 県 

市町村が定める数値目標や取組状況を把握し、第三者行為求償事務の継続的

な取組強化が図れるようPDCAサイクルの循環を確認し、その状況に応じて必要

な助言を行う。 

また、国民健康保険主管課長会議や研修会等の機会を捉え、全国及び県内の

効果的な取組事例を提供し、情報の共有化を図りながら、市町村の取組を支援

する。 

 

（３）令和５年改正法への対応 

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一

部を改正する法律（令和５年法律第３１号）において、都道府県は、広域的又

は専門的な見地から必要があると認められる場合として厚生労働省令で定める

場合には、市町村から委託を受けて、当該市町村が国民健康保険法第６４条第

１項の規定により取得した同項の請求権に係る損害賠償金の徴収又は収納の事

務の全部又は一部を行うことができるものと改正された（令和７年４月１日施

行）。 

本改正に係る本県内の対応については、令和６年度に市町村との協議の上で

別途定める。 

 

６ 高額療養費の多数回該当の取扱いに関する事項 

平成３０年度以降は、県が保険者となったことに伴い、市町村をまたがる住所

の異動があっても、それが県内であり、かつ、世帯の継続性が保たれている場合

は、療養において発生した転出地における高額療養費の多数回該当に係る該当回

数を転入地に引き継ぎ、前住所地から通算することとなっている。このため、市

町村における資格管理情報や高額療養費の該当情報は、引き続き「国保情報集約

システム」により、県単位で集約・管理する。 

また、高額療養費制度は、世帯員の療養に要した費用は世帯主が負担したもの

と取り扱った上で、家計の負担軽減を図ることを目的としている。このため、世

帯を主宰し、主たる生計維持者である世帯主に着目して、世帯の継続性を判定す

ることを原則としている。世帯の継続性に係る判定の取扱いは、次によるものと

する。 

○ 単なる住所異動等、一の世帯のみで完結する異動の場合には、家計の同

一性、世帯の連続性があるものとして、世帯の継続性を認める。一の世帯

で完結する異動とは、次のいずれかに該当するものとする。 

・ 他の世帯と関わらず、当該世帯の構成員の数が変わらない場合の異動

（転入及び世帯主の変更等） 

・ 他の世帯と関わらず、資格取得・喪失による当該世帯内の国民健康保

険加入者数の増加又は減少を伴う場合の異動（出産、社会保険離脱、生

活保護廃止等による資格取得または死亡、社会保険加入、生活保護開始

等による資格喪失等） 
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○ 世帯分離、世帯合併による一の世帯で完結しない異動（他の世帯からの

異動による国民健康保険加入者の増加や、他の世帯への異動による国民健

康保険加入者の減少をいう。）の場合には、次のとおりとする。 

・ 世帯主と住所の両方に変更がない世帯に対して、継続性を認める 

・ 住所異動前の世帯主が主宰する世帯に対して、継続性を認める 

 

なお、高額療養費の支給に係る申請の勧奨については、被保険者に対するサー

ビス向上や県内市町村間異動の際の多数回該当の円滑な引継ぎを行う観点からも

必要なことであり、本県では、全市町村が実施している。 
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Ⅵ 都道府県等が行う国民健康保険の安定的な財政運営及び被保険者の健康の保持

の推進のために必要と認める医療費の適正化の取組に関する事項 

 

国民健康保険財政の基盤を強化するため、市町村ごとの健康課題や保健事業の

実施状況を把握し、医療費適正化計画とも整合性を取る形で、「支出面」の中心

である医療費の適正化を図る取組を定める。 

 

１ 現状の把握 

（１）特定健康診査・特定保健指導の実施状況 

表２３は、平成３０年度から令和４年度の保険者別の特定健康診査と特定保

健指導の実施状況を示すものである。 

県全体の特定健康診査の受診率及び特定保健指導の実施率は、いずれの年度

も全国平均よりも高い。また、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影

響により受診率・実施率が低下したが、令和３年度には概ね令和元年度並みに

回復している。 

 

［表２３］ 保険者別特定健康診査・特定保健指導実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：［厚生労働省］特定健康診査・特定保健指導実施結果集計（法定報告） 
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（２）歯周疾患検診の実施状況 

歯周病は、歯・口腔の主要な疾患となっており、成人期の有病者率が高く、

全身疾患や生活習慣との関係が指摘されている。歯・口腔の検査、関連する全

身疾患や生活習慣を踏まえた歯科口腔保健指導等により、受診者自らが日常的

に予防に努めることが可能となるためには、歯周疾患検診が重要である。 

令和４年度には、２３市町村において歯周疾患検診を実施している。 

 

（３）後発医薬品の使用及び差額通知等の実施状況 

表２４は、平成３０年度から令和４年度の保険者別の後発医薬品使用割合と

後発医薬品差額通知回数を示すものである。 

後発医薬品使用割合は、概ね上昇傾向にある。また、後発医薬品差額通知

は、令和３年度以降、全市町村で実施している。 

 

［表２４］ 保険者別後発医薬品使用割合・後発医薬品差額通知回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：［厚生労働省］保険者別の後発医薬品の使用割合 

※各年度の３月診療分のうち電算処理分、数量ベース 

［厚生労働省］国民健康保険事業実施状況報告 



41 

 

（４）重複受診、頻回受診等への訪問指導等の実施状況 

表２５は、令和４年度の訪問指導等の実施状況を示すものである。 

市町村では、重複受診や頻回受診等への対策として、国民健康保険団体連合

会から提供される「重複多受診・重複投薬等該当者リスト」の活用などにより

対象者を抽出し、訪問指導等を実施している。令和４年度には、２４市町村が

訪問による指導を実施しており、２５市町村が電話又は通知による指導を実施

している。 

 

［表２５］ 訪問指導等の実施状況（令和４年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：山梨県調べ 
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（５）糖尿病性腎症の重症化予防事業の実施状況 

表２６は、令和５年度の糖尿病性腎症の重症化予防事業の実施状況を示すも

のである。 

全市町村が、平成３０年１０月に策定した「山梨県糖尿病性腎症重症化予防

プログラム」に基づく事業として「受診勧奨」、「保健指導」、「その他独自

の取組」のいずれかの取組を実施している。 

 

［表２６］ 糖尿病性腎症の重症化予防事業の実施状況（令和５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
出典：山梨県調べ 
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（６）データヘルス計画の策定状況 

データヘルス計画は、健康・医療情報を活用してPDCAサイクルに沿った効果

的かつ効率的な保健事業の実施を図るための計画であり、市町村ごとに策定す

ることが望ましいとされていたが、本県では平成２９年度までに全市町村が策

定しており、計画に基づく取組が進められている。 

また、令和６年度以降の新たな計画では、県内で標準化し、共通評価指標を

設定する。 

 

２ 医療費の適正化に向けた取組 

（１）医療費適正化対策の充実強化につながる取組 

県は、市町村がアからキの取組を実施するに当たって、より効果的に実施で

きるように、取組の進んでいる市町村の事例の横展開や、定期的・計画的な助

言等の支援を行う。 

糖尿病性腎症の重症化予防においては、かかりつけ医と専門医との連携や市

町村とかかりつけ医との連携を推進するため、医師会、歯科医師会、薬剤師会

などの関係団体との連携を強化するとともに、糖尿病病診連携基準の実態把

握、重症化事例の傾向分析、市町村保健事業の効果検証などを行う。 

また、市町村が策定したデータヘルス計画においては、県内で様式を標準化

した計画の共通評価指標の実績を踏まえ、保健事業における体制の工夫点や効

果的な方法等を抽出しつつ、健康課題と医療費の構造の関連性を分析する。 

 

ア 特定保健指導等の効果的な実施 

慢性疾患の重症化を回避するため、ＫＤＢデータの活用等によりレセプトや

特定健康診査情報等のデータ分析に基づく効果的な特定保健指導の充実に努め

る。また、感染症予防や全身の健康との関わりが深い歯科疾患の予防や早期治

療を図るため、歯周疾患検診の受診勧奨に努める。 

 

イ 後発医薬品の普及促進 

後発医薬品差額通知の送付や特定健康診査時など、あらゆる機会を通じて、

被保険者に後発医薬品の利用を周知する。 

 

ウ 重複受診や重複投薬等への取組 

国民健康保険団体連合会から提供される「重複多受診・重複投薬等該当リス

ト」等を効果的に活用するなどにより、訪問や電話での指導を実施する。 

 

エ 糖尿病性腎症の重症化予防 

「山梨県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づき、糖尿病及び慢性腎

臓病の重症化リスクの高い医療機関未受診者及び治療中断者を受診勧奨するこ

とにより医療に結びつけるとともに、通院患者のうち重症化リスクの高い者に

対して、市町村とかかりつけ医が連携して保健指導を行い、人工透析への移行

を抑止する。また、糖尿病との関連の深い歯周疾患の予防に努める。 

 



44 

 

オ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

高齢者の心身の多様な課題に対応し、フレイル・オーラルフレイル対策によ

り早期の介護予防に努める等、きめ細やかな支援を実施するため、国民健康保

険の保健事業と介護保険の地域支援事業の一体的な取組を推進する。 

 

カ データヘルス計画に基づく事業実施 

特定健康診査・特定保健指導の結果やレセプト情報を分析し策定したデータ

ヘルス計画に基づき、国民健康保険団体連合会の協力も得ながら、効率的・効

果的な保健事業を実施する。 

 

キ 関係団体等との連携 

庁内の連携を強化するとともに、県が連携を強化する医師会、歯科医師会、

薬剤師会などの関係団体と連携し、医療費の適正化に向けた取組を推進する。 

 

３ 医療費適正化計画との関係 

本方針は、国民健康保険法第８２条の２第５項の規定により、医療費適正化計

画と整合性の確保が図られていなければならないとされている。 

医療費適正化計画は、「住民の健康の保持・増進による健康寿命の延伸」と

「必要な医療の効率的な提供の推進」を主たる柱とするものであるため、国民健

康保険においても、医療費適正化計画に沿った取組を推進する必要がある。具体

的な取組は、「特定健康診査・特定保健指導の実施に関する取組」、「後発医薬

品の使用促進に関する取組」、「医薬品の適正使用の推進に関する取組」、「デ

ータヘルス計画に基づく効率的・効果的な保健事業の実施」などである。 
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Ⅶ 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項 

 

市町村における住民サービス等に大きく差異が生じないよう、事務の広域化・

標準化によって、住民サービスを向上しつつ均てん化することが重要である。特

に、今後も被保険者数の減少によって小規模化が進む市町村にとって、事務の効

率化を進めることは住民サービスの向上に大きく寄与すると考えられるため、事

務の広域化・効率化を推進するために必要な取組を定める。 

 

１ 標準的、広域的及び効率的な運営の推進に向けた取組 

（１）国民健康保険事務処理のため情報システムの標準化 

現在、市町村が国民健康保険の事務処理のために導入している情報システム

は、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、令和７年度末

までに標準化基準に適合するものとなる。その際、市町村ごとに異なっている

申請様式や出力帳票が標準化されるが、事務処理の手続きや運用基準に差異が

残ることも考えられる。 

保険料（税）水準の統一に向けた市町村との協議・検討の過程において、こ

れらの差異を極力排除するとともに、合わせて事務処理の広域化も検討する。 

 

（２）国民健康保険団体連合会の共同事業として実施する事業 

次の業務については、共同化することにより事務の効率化が図られるため、

共同事業の継続又は市町村と広域化・共同化を検討する。 

○ 高額療養費支給額計算処理業務 

○ 高額介護合算療養費支給額計算処理業務 

○ 疾病統計業務 

○ 資格管理業務 

○ 資格・給付確認業務 

○ 給付記録管理業務 

○ 医療費通知の作成 

○ 医療費適正化に関するデータの提供 

○ 後発医薬品差額通知書の作成 

○ 後発医薬品調剤実績・削減効果実績の作成 

○ レセプト点検の実施 

○ 第三者行為求償事務共同処理事業 

○ 研修（収納に関する研修、特定健康診査データの活用に関する研修、

レセプト点検に関する研修等） 

○ 各種広報事業（口座振替の促進等の広報、特定健康診査の受診促進に

係る広報等） 
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Ⅷ 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項 

 

都道府県は、従来から広域的な立場から医療提供体制の確保や、保健医療サー

ビス・福祉サービスなどを推進する上で役割を果たしてきており、国民健康保険

の財政運営の責任主体として保険者の役割を担うことで、医療・保健・福祉全般

にわたって目配りをしながら施策を推進するため、医療保険以外の保健・介護・

福祉分野等の諸施策との連携の取組を定める。 

 

１ 保健医療サービス・福祉サービス等との連携 

県が、安定的な財政運営や市町村が担う国民健康保険事業の効率的な実施の確

保その他の国民健康保険事業の健全な運営について中心的な役割を果たすに当た

っては、医療と密接に関係する保健や福祉部門とも緊密に連携する必要がある。

このため、県は、保健・医療・介護の基本計画である「健やか山梨２１」、「山

梨県地域保健医療計画」、「健康長寿やまなしプラン」を踏まえて、市町村にお

ける保健事業や福祉事業の運営が健全に行われるよう、必要な助言及び支援を行

う。 

市町村は、次のような取組が考えられ、保健医療部門と福祉部門との連携を推

進し、着手できる取組から実施することが求められる。 

○ 地域包括ケアの構築に向けた医療・介護・保健・福祉・住まいなど部門

横断的な議論の場への国保部門の参画 

○ 地域包括ケアに資する地域のネットワークへの国保部門の参画 

○ 国保データベース（KDB）・レセプトデータを活用した健康事業・介護

予防・生活支援の対象となる被保険者の抽出 

○ 個々の国保被保険者に対する保健活動・保健事業の実施状況について、

地域の医療・介護・保健・福祉サービス関係者との情報共有の仕組み 

○ 国保被保険者を含む高齢者などの居場所・拠点、コミュニティ、生きが

い、自立、健康づくりにつながる住民主体の地域活動の国保部門としての

支援の実施 

○ 国保直診施設を拠点とした地域包括ケアの推進に向けた取組の実施 

○ 後期高齢者医療制度と連携した保健事業の実施 

○ 介護保険部門と連携した、介護予防の観点も盛り込んだ生活習慣病予防

教室や個別健康教室 

 

また、国民健康保険団体連合会は、市町村が医療・介護及び特定健康診査のデ

ータ等を活用して、地域の実情に合わせた効果的な保健事業を実施するために、

データ等の活用方法について助言を行う。 
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Ⅸ 施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整その他県が必要と認め

る事項に関する事項 

 

国民健康保険の運営に係る施策の実施のために必要となる市町村と調整のほ

か、必要な事項について定める。 

 

１ 国民健康保険運営に係る施策の実施のために必要な取組 

国民健康保険運営に係る施策の実施のためには、関係市町村相互間の連絡調整

が必要であることから、次の事項に取り組む。 

 

（１）山梨県市町村国民健康保険連携会議の開催 

安定的な財政運営や、市町村が担う国民健康保険事業の広域的・効率的な運

営に向けた取組を継続的に改善するため、本方針に基づく取組の状況を定期的

に把握・分析し、評価を行い、山梨県市町村国民健康保険連携会議等と検討し

た上で、必要に応じて本方針の見直しを行う。 

 

（２）各種研修会の実施 

市町村が実施する事業の効率的な運営に向けて、地域の実情を把握の上、収

納対策、医療費適正化対策、保健事業等に関する研修会を実施する。 

 

（３）国民健康保険担当者会議の開催 

国や県の国民健康保険の運営に係る施策等の情報を提供するために、必要に

応じて国民健康保険担当者会議を開催する。 

 


